
○日本郵政公社の民営・分社化(平成19年10月)に伴い，労働力調査の集計上，下図のように取り扱う。このため，民営・分社化前後で産業，従業者規模，

　 経営組織別の結果数値が変動するため，注意を要する。

　※代表的な場合を模式的に示したものであり，事業所によっては下図と異なる産業分類に振り分けているものがある。
　※簡易郵便局の取扱いには変更はない。

産業 従業者 経営 産業 従業者 経営
規模 組織 規模 組織

地域区分局 通信業 官公 官公 　郵便事業(株)(統括)支店 通信業 1000人以上 会社

集配普通局 郵便局 官公 官公 郵便事業(株)集配センター 通信業 1000人以上 会社

無集配普通局 郵便局 官公 官公 窓口カウンター 郵便局(株)○○郵便局 郵便局 1000人以上 会社

特定郵便局 郵便局 官公 官公

貯金事務センター 金融・保険業 官公 官公 金融・保険業 1000人以上 会社

簡易保険事務センター 金融・保険業 官公 官公 金融・保険業 1000人以上 会社

その他の事
業サービス業

1000人以上 会社

※関連病院 医療業 官公 官公 　　　※日本郵政グループの企業立病院 医療業 1000人以上 会社

※関連宿泊施設 宿泊業 官公 官公 　　　※日本郵政グループの宿泊施設 宿泊業 1000人以上 会社

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構 金融・保険業 官公 官公

郵政民営・分社化に伴う労働力調査集計上の取扱いについて

　※下図に示した｢従業員数｣は日本郵政グループ各社が公表しているもの(平成19年10月１日現在)。アルバイトなどは含まれていない。

　　郵便事業株式会社

　　郵便局株式会社

　 日本郵政株式会社

　郵便貯金銀行(株式会社ゆうちょ銀行)

　郵便保険会社(株式会社かんぽ生命保険)

一つの郵便局
(支店)に並存
する場合があ
る。その場合は
事業所ごとに
分類先を振り
分ける。

　　郵便局

日本郵政公社 日本郵政グループ

(例)
日本郵政公社○○
郵便局(集配普通局)
　　　　　↓
郵便局(株)○○郵便
局＋郵便事業(株)
○○支店

～平成19年９月 　　　　　　　　　　　　　　　 　平成19年10月～

(従業員数　約119,900名)

(従業員数　約99,700名)

(従業員数　約11,600名)

(従業員数　約5,400名)

(従業員数　約3,500名)
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